
B．事業創造、
雇用拡大

対応状況 主な成果 課題 これからの取り組み

八．規制改革
・民間の資本参加を進め、
農業経営の株式会社化など
により、農業の構造改革を
早急に具体化する。

農林水産省 ・アグリ・チャレンジャー
（創造的な高付加価値農業
に積極的に挑戦する者）の
育成や販路開拓施設の整備
等を推進するためにアグ
リ・チャレンジャー支援事
業及び販路開拓緊急対策事
業を実施するとともに、第
154回国会に提出した農業法
人への出資業務を行う会社
の設立を促進するための法
律（r農業法人に対する投
資の円滑化のための特別措
置法」）が平成14年5月22
日に成立し、14年7月1日
から施行された。
また、「経営の法人化で
拓く構造改革に係る有識者
懇談会」において、農地制
度全般について検討を行
い、農業生産法人の事業要
件の緩和、構造改革特区の
活用等について論点整理を
行った。（14年11月未公
表）

・アグリ・チャレンジャー
支援事業及び販路開拓緊急
対策事業（14年度予算29億9
千万円）を27地区で実施す
るとともに、農業法人の自
己資本充実を図るため、農
業法人に対する出資制度を
創設した。
また、構造改革特別区域
法において、農業生産法人
以外の法人の農業参入を可
能とする農地法の特例措置
を講じ、農業経営の法人化
及び農地の利用集積を一層
促進する観点から、農業経
営基盤強化促進法の一部を
改正する法律案を第156回国
会に提出した。

・アグリ・チャレンジャー
支援事業及び販路開拓緊急
対策事業の着実な推進、構
造改革特別区域法に基づく
農地法の特例措置の適正か
つ円滑な実施等による農業
経営の法人化の推進。
・平成22年度における「望
ましい農業構造」の実現に
向けた施策の更なる集中
化・重点化。

第156回国会会期末
～③それ以降
・農業法人に対する出資制
度の更なる普及の推進。
・15年4月以降の構造改革
特区制度の活用と施行状況
の注視。
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ホ．その他の制度改革
民間の資本参加
農業経営の株式会社化など
により、農業の構造改革を
早急に具体化する。

農林水産省 ・アグリ・チャレンジャー
（創造的な高付加価値農業
に積極的に挑戦する者）の
育成や販路開拓施設の整備
等を推進するためにアグ
リ・チャレンジャー支援事
業及び販路開拓緊急対策事
業を実施するとともに、第
154回国会に提出した農業法
人への出資業務を行う会社
の設立を促進するための法
律（「農業法人に対する投
資の円滑化のための特別措
置法」）が平成14年5月22
日に成立し、14年7月1日
から施行された。・
また、「経営の法人化で
拓く構造改革に係る有識者
懇談会Jにおいて、農地制
度全般について検討を行
い、農業生産法人の事業要
件の緩和、構造改革特区の
活用等について論点整理を
行った。（14年11月未公
表）

・アグリ・チャレンジャー
支援事業及び販路開拓緊急
珂策事業（14年度予算29億9
千万円）を27地区で実施す
るとともに、農業法人の自
己資本充実を図るため、農
業法人に対する出資制度を
創設した。
また、構造改革特別区域
法において、農業生産法人
以外の法人の農業参入を可
能とする農地法の特例措置
を講じ、農業経営の法人化
及び農地の利用集積を一層
促進する観点から、農業経
営基盤強化促進法の一部を
改正する法律案を第156回国
会に提出した。

アグリ・チヤレンジャー
支援事業及び販路開拓緊急
対策事業の着実な推進、構
造改革特別区域法に基づく
農地法の特例措置の適正か
つ円滑な実施等による農業
経営の法人化の推進。
・平成22年度における「望
ましい農業構造」の実現に
向けた施策の更なる集中
化・重点化。

第156回国会会期末
～③それ以降
・農業法人に対する出資制
度の更なる普及の推進。
・15年4月以降の構造改革
特区制度の活用と施行状況
の注視。
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⑧地球環境保全の視点に 農林水産省 O r緑の雇用」の展開

1　緊急雇用対策を活用し 1①　 就業相談会等

・緊急地域雇用創出特別交 ①第156回国会会期末
立った森林 ∴林業政策 付金事業により森林作業に ・「緑の雇用担い手育成対
・森林整備の実施による緊 短期雇用された者の本格就 策事業」の実施地域の選定

急雇用対策を行うととも た森林作業への雇用促進 ・H．13全国11箇所　 合計 業にむけた定着の促進が必
要。

及び周知 ・徹底等準備作
業。
②平成15年末

に、木材産業の経営革新に 帆13林野庁補正予算】（事 5，600人 （うち東京・大阪で
向けた取組を推進する。 業期陶13～16年度） 1，400人）

（》全国規模の就業相談会の ・H．14全国13箇所　 合計 ・約 1年間にわたるOJT研
開催
②安全を重視した一週間程
度の事前研修の実施 （林業

5，100人 （未実施 2箇所有）

1②事前研修の実施

・H．13　3，500人

修、集合研修等の確実な実

施

・本格雇用 ・定着状況の検
未経験者は原則研修受講）
③研修終了者を名簿登録

2 ．緊急地域雇用創出特別
交付金事業による森林作業
等への短期就業 （H．13厚生
労働省補正予算）
（事業期間13～16年度）

3．線の雇用担い手育成対
策事業・（H14林野庁補正予
算）により、短期就業者の
本格就業 ・定着に向けた取
り組みに着手

・H．14　7，900人（都道府県

計画数値）

2　 交付金事業による森林
作業への短期就業

・日．13　　 3，500人
・H．14　 11，500人（都道府
県計画数値1

3 ．短期雇用経験者を対象
に、本格就業に向けた一年
間の研修参加者を選定

・H．14　 2．400人
（平成12年の林業労働者数
約7万人）

（注）年数は全て年度

証等

・水産基本法の制定等を踏 農林水産省 ・漁業再建整備法 （15年 1 ①第156回国会会期末

まえ、所要の法改正案を提 月施行）、水産協同組合法 ～（診それ以降

出する。（⑨） （15年 1 月施行）、漁業災害
補償法 （15年4 月施行）、
遊漁船業法（15年施行）を改
正し、水産四法が成立。

水産4 法の改正、水産基
本計画日4年 3 月策定）によ

り示された方向に沿い、

・安全安心な水産物供給体
制の構築

・水産業の構造改革
・魅力ある漁村づくりの推
進
等の施策を着実に推進。
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t新たな 「水産基本計画」農林水産省 ・水産政策審議会企画部会 事業の重点化の一層の推進 ①第156回国会会期末
を策定する。‾（13年度⑨） において、水産基本計画の

策定につき計5 回審議。

・平成14年3月に r水産基
本計画」を閣議決定。

に努める。 ～③それ以降
基本計画に示された方向

に沿い、

・安全安心な水産物供給体
制の構築

・水産業の構造改革
・魅力ある漁村づくりの推
進
等の施策を着実に推進。

（脱温暖化の社会づくり）’農林水産省 ・「農林水産省循環型社会 ・r地球温暖化防止森林吸収源 ・地球温暖化対策推進大綱 ①第156回国会会期末
○京都議定書の実施に必要 構築・’地球温暖化対策推進 10カ年対策」に基づき、 「地球 に基づき森林吸収源対線等 ・r地球温暖化防止森林吸
な体制整備の一環として排 本部」において、 「地球温 温暖化対策推進大綱」日4年3

月）に定めている、森林による
3．9％の温室効果ガス吸収量確
保に向けた総合的かつ効果的な
対策の推進に資する。

・生物由来の有機性資源である
バイオマスをエネルギーや製品

第1ステップの施策を確実 収源10カ年対策J 及び 「パ
出権取引、環境に関する 暖化対策推進大網」に基づ に実施。 イオマス・ニッポン総合戦
税 ・課徴金などの経済的な き、農林水産省における具 ・第2 ステップ以降に当省 略」に基づき各種施策を構
手法について検討を進め 体的な取組について検討 が講じるべき施策について 築。
る。 （13年11月～14年12月まで

4 回開催）。
の検討。 （診平成15年末

・循環型社会構築のために
上記の結果、 として総合的に利活用し、持続 必要な施策の検討、決定。
・平成14年12月にイ地球温 的に発展可能な社会を実現する ③それ以降
暖化防止森林吸収源10カ年 ための国家戦略として、2010年 ・「地球温暖化防止森林吸
対策」を決定。 を目途とする具体的な数値目標 収源10カ年対策」及び 「バ
・平成14年6 月に 「バイオ や実施主体・実施時期を明示し イオマス・ニッポン総合戦
マス・ニッポン総合戦略策’
定プロジェクトチーム」を
発足させ、平成14年12月に
関係府省と連携して 「バイ
オマス・ニッポン総合戦
略」を閣議決定。

た7－8の具体的行動計画を策定
し、政府が一体となって推進し
ていく姿勢を明らかにした。

・地域活性化等の一手段として
バイオマス活用を進めるため、
地方自治体等において特別のプ
ロジェクトチームを立ち上げた
り、具体的なプロジェクトの検
討を各地で開始。

略」の着実な実施とフォ

口T アップ。
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B ．事秦創造、

雇用拡大

関係

府省等
対応状況 主な成果 課題 これか らの取 り組み

口．歳出改革

（1）人間力戦略

．（高齢者、女性、若者等

農林水産省 ・平成14年度事業における ・「農業インターンシップ ・法人就業・新規就農希望 ①第156回国会会期末
農業雇用労鋤力確保支援事 普及推進事業」により農業 者に対して実施するO J T ・農業就業経験のない都市部の
業において 「農業インター インターンシップ受入法人 研修の受入経営体の拡大。 就農希望者等の円滑な就農、定

が、ともに社会を支える ンシップ普及推進事業」、 に165社が登録、1月末まで 着を図るため、法人雇用・新規
就農希望者に対する情報提供・
相談を行うニューファーマーズ
フェアを開催するとともに農業
法人への就業を希望する者を雇
用し、農業経営や生産技術習得
のための研修を実施する農業法

制度の整備）

・厚生労働省、農林水産
省、環境省及び関係府省
は、若年者トライアル雇
用、インターンシップ、
「緑の雇用」の活用など
による職業体験機会の充
実等を通じて、青少年の

「農業法人就業促進・技能
習得支援事業」を実施。

・平成14年度補正予算にお
ける 「就農希望者・農業法
人マッチング強化事業」に

に236名の大学生等が参加。

・「農業法人就業促進・技
能習得支援事業」により農
業法人が行う農業職業能力
開発研修に対する支援を実

おいて農業就業経験のない 施した。19道府県で農業職 人への支援を図る。 （14年度補
都市部の就農希望者等の円
滑な就農、定着を図るた
め、法人雇用・新規就農希

業能力開発研修を実施中。 正予算による措置 1．7億円）
②平成15年末

・農業法人の教育研修機能を最
職業理解を促進し、職業
意識を醸成させる。

望者に対する情報提供・相
談を行うニューファーマー
ズフェアを開催するととも
に農業法人への就業を希望
する者を雇用し、農業経営
や生産技術習得のための研
修を実施する農業法人への
支援を図る施策を措置。

大隈に活用した農業インターン
シップによる就業体験の促進、
就農希望者に対して、農業経営
や生産技術習得のための実践研
修を実施する先進経営体（農業
法人、指導農業士）への支援を
図る。
③それ以降

・引き続き、法人就業・新規就
農希望者に対する情報提供・相
談活動及びO J T研修に取り組
む。

（1）人間力戦暗

く健康寿命の増進）

・関係府省は、平成1 5年
度から健康寿命の増進のた
めの医療、健康、バイオテ
クノロジーの科学技術予算
等の重点化を図る。

農林水産省昆虫の機能を活用して、化
学合成できない生体高分
子、有用タンパク質を生産
する技術の確立、昆虫のタ
ンバク質の立体構造解析に
よる農業用 「ゲノム創薬」
の開発、昆虫由来の新素材
の開発を推進する 「21世紀
最大の未利用資源活用のた
めの 「昆虫・テクノロ
ジー」研究」を平成15年度
予算予算案により実施。

＼、

①第156回国会会期末

～③それ以降
・研究開発の着実な実施。
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（2）技術力戦略 農林水産省 ・農林水産関連分野の新産 平成14年度においては、 ①第156回国会会期末
（戦略分野への選択と集 業を創出し、アグリビジネ 新規課題15課題を採択し、 ～③それ以降
中）

・総合科学技術会議は、関
係府省と協力して、基礎研
究を重視するとともに、科
学研究費補助金等の競争的
資金の割合を拡大する。ま
た、競争的資金の成果につ
いて厳正な評価を行うな
ど、制度改革を推進する。

スの活性化を図るため、研
究成果の実用化を担う民間
企業等が」大学・独立行政
法人等のポテンシャルを活
用して取り組む研究開発を
推進する「民間結集型アグ
リビジネス創出技術開発事
業」を実施。

研究開発を推進中。 ・研究開発の着実な実施。

農林水産省 ・食料自給率の向上や地球 平成14年度においては、 ①第156回国会会期末
規模での食料不足の解決な 新規に13課題を採択し、研 ～③それ以降
どに向け、新しい発想に
立って生物機能を高度に活
用した新技術・新分野を創
出するため、独立行政法
人、大学、民間等からの提
案公募による基礎的・独創
的な研究を推進する「新技
術・新分野創出のための基
礎研究推進事業」を実施。

究開発を推進中。 ・研究開発の着実な実施。
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（2）技術力戦略 農林水産省 バイオ等生物系先端技術 ①第156回国会会期末
（戦略分野への選択と集 により新産業の創出、企業 ～③それ以降
中）

・総合科学技術会議は、関
係府省と協力して、基礎研
究を重視するとともに、科
学研究費補助金等の競争的
資金の割合を拡大する。ま
た、競争的資金の成果につ
いて厳正な評価を行うな
ど、制度改革を推進する。
（新しい産学官連携の推
進）

・文部科学省、経済産業省
及び関係府省は、事業化支
援や起業家育成 （インキュ
ベーション）事業の充実に
より「大学発ベンチャー1
0 0 0社計画を推進する
（平成1 4年度以降3 カ
年）。

化を促進するため、産学官
の連携により、異分野の研
究者が共同して行う研究開
発を通じて、画期的な技術
開発や地域資源等を活用し
た研究開発を推進する 「生
物系産業創出のための異分
野融合研究支援事業」を平
成15年度予算政府案により
実施。

・研究開発の着実な実施。

（2）技術力戦略 農林水産省 ・経済産業省取りまとめの ①第156回国会会期末
（産業化支援） 下、統一運用方針を策定（14 ・平成15年度SBIR対象補助
・経済産業省は、平成15年
度から、中小企業技術革新
制度 （S引R）について、関
係府省による一層積極的な
活用を促すため、統一運用
の策定等を行うとともに、
同制度を通じて開発された
製品の利用促進を図るた
め、関連情報の提供を一層
充実させる。

年9月9日公表）。 金等の指定を行い、統一運
用方針を踏まえ、当該補助
金等の公募及び事業の実施
②平成15年末

・統一運用方針を踏まえ、
平成15年度SBIR対象補助金
等の事業の実施
③それ以降

・統一運用方針の実行及び
関連情報の提供

政策目標B・農水省・基本方針2002（経済活性化戦略） Page3



●　　　　　　　　　　●

（4）産業発掘戦略 農林水産省 ・耕畜連携により家畜排せ 施設整備に要する雇用、施 ・有機性資源リサイクルの ①第156回国会会期末
（環境産業の活性化） つ物等の処理・利用を促進 酸完成後の家畜排せつ物等 モデル的な実践例を核とし ・15年度予算成立後、早期
・関係府省は、廃棄物・リ するため、14年度中に、畜 有機性資源の運搬収集等施 た更なる取組め拡大・普及 に都道府県へ予算内示を行
サイクル処理などの環境技 産農家等が構成する営農集 設の運営・管理に要する雇 及びそのために必要な施設 い、家畜排せつ物等有機性
術の実用化に向けた研究開 団や農協等がたい肥化施設 用が創出された。 整備等の推進が必要。 資源のリサイクル施設整備
発等を進めることにより、 等の整備を実施中。 ・特に、家畜排せつ物の菅 を推進。
経済活動の環境への負荷を ・14年度補正予算及び15年 理の適正化及び利用の促進 ②平成15年末
低減し、環境セクターを創 度予算政府案により、家畜 に関する法律に基づく都道 ・施設の効率的稼働やリサ
出し、拡大する。また、関 排せつ物等有機性資源のリ 府県計画に則し、施設整備 イクルの推進のため、都道
係府省は、自動車リサイク サイクルの推進のため施設 を推進することが必要。 府県、市町村等により耕畜
ル制度の創設や、各種リサ
イクル法の着実な実施など
循環型社会の構築に向けた
取組みを推進する。

整備を実施。 連携や畜産環境保全のため

の協議会等を開催。
③それ以降

・都道府県、市町村等の関
係者により施設を効率的に
活用した地域リサイクルを
推進するとともに、各種リ
サイクル法の着実な実施に
向けた家畜排せつ物等有機
性資源のリサイクル施設整
備を推進。

（食料産業の活性化） 農林水産省 ・「経営の法人化で拓く構 ・構造改革特別区域法にお ・構造改革特別区域法に基 （D第156回国会会期末
・農林水産省は、平成13年 造改革に係る有識者懇談 いて、農業生産法人以外の づく農地法の特例措置の適 ～③それ以降
度から、我が国の農林水産 会J において、農地制度全 法人の農業参入を可能とす 正かつ円滑な実施。 ・本年4 月以降め構造改革
生産構造の中核となるよう 般について検討を行い、農 る農地法の特例措置を講じ 特区制度の施行状況を注視
な農林水産業者・企業に対 業生産法人の事業要件の緩 た。 する必要。
して施策を集中化すること 和、構造改革特区の活用等 また、農業経営の法人化
等により、農林水産業の構 について論点整理を行っ 及び農地の利用集積を一層
造改革を加速化する。 た。 （14年11月未公表） 促進する観点から、農業経

営基盤強化促進法の一部を
改正する法律案を第155回国
会に提出した。
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●　　　　　　　　　　　●
・平成14年度予算におい ・地域の実情に応じた担い ・平成22年度における 「望 ①第156回国会会期末まで
て、地域農業構造改革緊急 手の明確化、担い手に対す ましい農業構造」の実現に ・r農業経営基盤強化促進
対策、新規就農総合対策事 る農地の利用集積の促進、 向け、効率的かつ安定的な 法の一部を改正する法律
業等を実施。 地域農業の核となる農業法 農業経営の育成 ・確保に向 案」の成立を目指す。

人の育成等が行われた。 けた施策の更なる集中化 ・ ②平成15年末～（診それ以降
・新規就農相談センターに
おける就農相談体制の確
立、技術 ・経営研修の充実
が図られた。

重点化。 ・新規就農支援システムの
構築、農業法人に対する総
合的な支援、認定農業者等

に対する経営の多角化に向
けたノウハウの提供や農地
集積の加速化等を推進。

（4 ）産業発掘戦略 農林水産省 ・昆虫の権能を活用して、 ①第156回国会会期末
（食料産業の活性化） 化学合成できない生体高分 ～③それ以降

・農林水産省は、平成 1 4
年度から食料産業の成長を
促進するため、食料産業の
高付加価値化を支える遺伝
子情報等を活用した健康意
向型食品等に関する技術開
発等を推進するとともに、
生産 ・流通を通じた高コス
ト構造の是正を図る。

子、有用タンパク質を生産
する技術の確立、昆虫のタ

ンパク質の立体構造解析に
よる農業用 「ゲノム創薬」
の開発、昆虫由来の新素材
の開発を推進する 「21世紀
最大の未利用資源活用のた
めの 「昆虫 ・テクノロ
ジー」研究」を平成15年度
予算政府案により実施こ

・研究開発の着実な実施。

政策目標B・農水省・基本方針2002（経済活性化戦略） Page5
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（5）地域力戦略
（地域産業の活性化）
・農林水産省、環境省、関
係府省は協力して、動植
物、微生物や有機性廃棄物
からエネルギー源や製品を
得るバイオマスの利活用の
推進について具体策を平成
14年度中にとりまとめる
等、計画的に取り組む。

農林水産省
内閣府
文部科学省
経済産業省
国土交通省
環境省

・平成14年12月27日にrバ
イオマス・ニッポン総合戦
略」を閣議決定。
・戦略の工程管理と評価を
行う推進体制として、関係
府省による「バイオマス・
ニッポン総合戦略推進会
議」、推進会議への提言等
を行う「バイオマス・ニッ
ポン総合戦略推進アドパイ
ザリーグループ」を14年度
内に設置。
・15年度予算政府案におい
て、バイオマスを地域の中
で循環利用するための地域
システムの構築や利活用施
設の整備を総合的に実施す
る制度を創設。

生物由来の有機性資源で
あるバイオマスをエネル
ギーや製品として総合的に
利活用し、持続的に発展可
能な社会を実現するための
国家戦略として、2010年を
目途とする具体的な数値目
標や実施主体t実施時期を
明示した78の具体的行動計
画を策定し、政府が一体と
なって推進していく姿勢を
明らかにした。
・地域活性化等の一手段と
してバイオマス活用を進め
るため、地方自治体等にお
いて特別のプロジェクト
チームを立ち上げたり、具
体的なプロジェクトの検討
を各地で開始。

・バイオマスの生産、収
集・輸送、変換、利用の各
段階が有機的につながり、
全体として経済性がある循
環システムを各地で構築。
・全国的な取組のモデルと
なるバイオマス利活用事例
の構築。

第156回国会会期末
バイオマス関連情報を効率的
効果的に整理・提供するバイオマ
ス情報ヘッドクオーターを創設。
・関係府省が一体となって、地域
の特性を活かし、バイオマスを効
率的に利活用するバイオマスタウ
ン構想を検討。
・バイオマス活用を更に進めるた
めの方策について、推進会議、ア
ドパイザリーグループにおいて検
討。
⑧平成15年末
・各地での具体的な取組の効率的
な支援策の検討、決定。
③それ以降
・総合戦略の進捗状況のフォロー
アップ。
・バイオマス活用を更に進めるた
めの方策について、推進会議、ア
ドバイザリーグループにおいて検
討．

（9第156回国会会期末
～③それ以降
・バイオマス関連事業の着実な実
施。
・地域における体制整備や調査・
実証等による利活用システムの構
築を図るとともに、新技術等を活
用した施設整備をモデル的に実
施．

ハ．規制改革
（食料産業の活性化）
・農林水産省は、平成13年
度から、我が国の農林水産
生産構造の中核となるよう
な農林水産業者・企業に対
して施策を集中化すること
等により、農林水産業の構
造改革を加速化する。

農林水産省 ・「経営の法人化で拓く構
造改革に係る有識者懇談
会j　において、農地制度全
般について検討を行い、農
業生産法人の事業要件の緩
和、構造改革特区の活用等
について論点整理を行っ
た。（14年11月未公表）

・構造改革特別区域法にお
いて、農業生産法人以外の
法人の農業参入を可能とす
る農地法の特例措置を講じ
た。
また、農業経営の法人化
及び農地の利用集積を一層
促進する観点から、農業経
営基盤強化促進法の一部を
改正する法律案を第156回国
会に提出した。

・構造改革特別区域法に基
づく農地法の特例措置の適
正かつ円滑な実施。

政策目標B・農水省・基本方針2002（経済活性化戦略）

①第156回国会会期末
～③それ以降
・本年4月以降の構造改革
特区制度の施行状況を注視
する必要。
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●

・平成14年度予算におい ・地域の実情に応じた担い ・平成22年度における 「望 （9 第156回国会会期末まで
て、地域農業構造改革緊急 手の明確化、担い手に対す ましい農業構造」の実現に r・ 「農業経営基盤強化促進
対策、新規就農総合対策事 る農地の利用集積の促進、 向け、効率的かつ安定的な 法の一部を改正する法律
業等を実施。 地域農業の核となる農業法 農業経営の育成 ・確保に向 案」の成立を目指す。

人の育成等が行われた。 けた施策の更なる集中化 ・ （診平成 15年末～③それ以降
・新規就農相談センターに
おける就農相談体制の確
立、技術 ・経営研修の充実
が図られた。

重点化。 ・新規就農支援システムの
構築、農業法人に対する総
合的な支援、認定農業者等

に対する経営の多角化に向
けたノウハウの提供や農地
集積の加速化等を推進。

（4 ）産業発掘戦略 農林水産省 ・15年度予算政府案におい ・長野県飯田市の例

ヒ戦略）

①第156回国会会期末
（ライフスタイルの変化が て、都市と農山漁村を双方 平成 14年度17．000人の体験 ～③それ以降
引き出す潜在需要の顕在 向に行き交うライフスタイ 学習の受け入れにより、直 ・各事業の着実な実施によ
化） ルの実現を推進するため、 按消費額2．9億円、経済波及 リ、都市と農山漁村を双方

・農林水産省は、関係府省 農山漁村情報提供の充実強 効果7，0億円

・遊休農地や廃校等既存ス
トックについて、都市と農
山漁村の共生 ・対流の推進
に資する用途への活用事例
集を作成し、市町村等への
配付を予定。

・都市と農山漁村の共生 ・

向で行き交うライフスタイ
と協力して、平成 14年度か
ら、都市と農山漁村を双方
向で行き交うライフスタイ
ル （デュアルライフ）の実
現に向け、国民運動として
民間の取組みの拡大を図る
とともに、特区手法を含
め、都市と農山漁村の共
生 ・対流を推進する。

化、新たなグリーン ・ツー

リズム等の展開、農地や森
林、海辺等を活用した体験
活動等の支援、共生 ・対流

の優良事例の表彰等を通じ
た国民運動の展開等の施策
を創設。

・都市と農山漁村を双方向
で行き交うライフスタイル
の実現に向けて、‘平成 14年
7 月に関係 7 省の連絡協議
会を設置。

・関係副大臣から構成され

ルの実現を推進。

（D 第 156回国会会期末
る 「都市と農山漁村の共 対流のポータルサイトとし ・関係副大臣プロジェク ト

生 ・対流に関するプロジェ てのホームページを立上げ チームにより都市と農山漁

ク トチーム」を平成 14年 9
月に設置し、都市と農山漁
村の共生 ・対流に係る国民
運動の展開について検討。

政策目標 B ・農水

る予定。

・基本方針 20 02 （経済活性

村の共生 ・対流の推進に向
けた国民運動の展開方法を
とりまとめ。

P ag



●

・住民合意の下で、農地等
の適切な保全及び利用を図
る市町村のイニシアティブ
に基づく取組を促進する新
たな土地利用の枠組み構築
について、平成14年6月よ
り有識者懇談会を4回にわ
たって開催し、8月に懇談
会の論点整理を発表。市町
村長等との意見交換を2回
にわたって実施。

・構造改革特別区域制度に
おいて、農地等の権利取得
に際する下限面積要件を緩
和する措置を講じることと
した。

・構造改革特別区域法にお
いて、NPO等による市民
農園の開設を可能とする特
定農地貸付法等の特例を措
置。

●t

・農山村の新たな土地利用
の枠組み構築については、
懇談会の論点整理、市町村
長等からの意見、及び構造
改革特区における先行的な
取り組みの評価を踏まえつ
つ、全国的な規制の見直し
として検討することが必
要。

・構造改革特別区域法に基
づく特定農地貸付法等の特
例措置の適正かつ円滑な実
施。

①第156回国会会期末
～（診平成15年末
・懇談会の論点整理、市町
村長等からの意見及び構造
改革特区における先行的な
取り組みの評価を踏まえつ
つ、制度のあり方について
検討。
③それ以降
・検討の結果を廠まえ、制
度化を目指し、体制の整っ
た市町村から新たな取組へ
移行。

①第156回国会会期末
・制度の説明会等による普
及。

政策目標B・農水省・基本方針2∞2（経済活性化戦略） Page8



ホ ． そ の 他 の 制 度 改 革

（1 ）人間力戦略

（高齢者、女性、若者等

農林水産省 O r緑の雇用」の展開

1　 緊急雇用対策を活用し 1 ①　 就業相談会等

・緊急地域雇用創出特別交
付金事業により森林作業に
短期雇用された者の本格就

①第156回国会会期末

・「緑の雇用担い手育成対
策事業」の実施地域の選定

が、ともに社会を支える た森林作業への雇用促進 ・H．13全国11箇所　 合計 業にむけた定着の促進が必 及び周知 ・徹底等準備作
業。
②平成15年末

制度の整備） 軋 13林野庁補正予算1 （事 5，600人 （うち東京 ・大阪で 要。

・厚生労働省、農林水産
省、環境省及び関係府省

は、若年者 トライアル雇

用、インターンシップ、
「緑の雇用」の活用な ど

による職業体験機会の充
実等を通じて、青少年の

業期間13～16年度） 1，400人）
（り全国規模の就業相談会の ・H．14全国13箇所　 合計 ・約 1 年間にわたるOJT研
開催
②安全を重視した一週間程
度の事前研修の実施 （林業

5，100人 （未実施 2 箇所有）
1 ②事前研修の実施

・H．13　3，500人

修、集合研修等の確実な実
施

‘・本格雇用 ・定着状況の検
未経験者は原則研修受講）
③研修終了者を名簿登録

・H．14　 7，900人 （都道府県
計画数値）

証等

職業理解を促進 し、職莱

意識を醸成させる。
2 ．緊急地域雇用創出特別
交付金事業による森林作業
等への短期就業　 帆 13厚生
労働省補正予算）
（事業期間13～16年度1

3 ．緑の雇用担い手育成対
策事業 （H14林野庁補正予
算）により、短期就業者の
本格就業 ・定着に向けた取
り組みに着手

2　 交付金事業による森林
作業への短期就業

・H．13　　 3．500人
・H．14　 11，500人（都道府
県計画数値1

3 ．短期雇用経験者を対象
に、本格就業に向けた一年
間の研修参加者を選定

・日．14　 2，400人
（平成 12年の林業労働者致
約 7 万人）

（注）年数は全て年度

農林水産省 ・緊急雇用対策の一環とし ・全国5 ヶ所で漁業研修生 ・漁業に就業する者が増加 ①第156回国会会期末
て、漁業就労経験のない離 募集フェアを開催し、560名 するよう、フェアの内容の ～③それ以降
職者等を漁業分野へ新規就 が参加。そのうち約70名が 充実、開催場所の増加。

レ緋政＼
hJ．「ril．V▼－■■　′

・引き続き緊急雇用対策と
業者として受け入れるた 全国16都道府県、27棲関で 連携しながら、全国各地で
め、 「離職者等漁業就労支 漁業研修を受講し、約15名 漁業への就労相談及び漁業
援対策事業j により漁業へ

の就労を希望する者への就
業相談、漁業研修生募集

フェア等を実施し、漁業の
専門的知識、基嘩的漁業技
術等の習得を目的とした漁
協等での基礎的研修、漁家
等の操業船での実践的研修
を支援。

；丘r包巨R 麺亡コ．豊1レ

が実際に漁業に就業。

．貴一女・士金⊥qnn。／奴増と耳路

研修に取り組む。

・継続的な漁業就労を希望
する漁業経験のない若者等

を漁業者として養成するた
め、漁業者、漁協等を活用
した基礎研修と実践研修を

一体化して行う 「離職者等
漁業就労支援対策事業」を
実施する。

D ．、
h　－tb
e9
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（4）産業発掘戦略
（ライフスタイルの変化が
引き出す潜在需要の顕在
化）
・農林水産省は、関係府省
と協力して、平成14年度か
ら、都市と農山漁村を双方
向で行き交うライフスタイ
ル（デュアルライフ）の実
現に向け、国民運動として
民間の取組みの拡大を図る
とともに、特区手法を含
め、都市と農山漁村の共
生・対流を推進する。

省
て、都市と農山漁村を双方
向に行き交うライフスタイ
ルの実現を推進するため、
農山漁村情報提供の充実強
化、新たなグリーン・ツー
リズム等の展開、農地や森
林、海辺等を活用した体験
活動等の支援、共生・対流
の優良事例の表彰等を通じ
た国民運動の展開等の施策
を創設。

・都市と農山漁村を双方向
で行き交うライフスタイル
の実現に向けて、平成14年
7月に関係7省の連絡協議
会を設置。

・関係副大臣から構成され
る「都市と農山漁村の共
生・対流に関するプロジェ
クトチーム」を平成14年9
月に設置し、都市と農山漁
村の共生・対流に係る国民
運動の展開について検討。

・長野県飯田市の例
平成14年度17，000人の体験
学習の受け入れにより、直
接消費額2．9億円、経済波及
効果7．0億円

・遊休農地や廃校等既存ス
トックについて、都市と農
山漁村の共生・対流の推進
に資する用途への活用事例
集を作成し、市町村等への
配付を予定。

・都市と農山漁村の共生・
対流のポータルサイトとし
てのホームページを立上げ
る予定。

政策目標B・農水省・基本方針2002（経済活性化戦略）

第156回国会会期末
～③それ以降
各事業の着実な実施によ
リ、都市と農山漁村を双方
向で行き交うライフスタイ
ルの実現を推進。

（D第156回国会会期末
・関係副大臣プロジェクト
チームにより都市と農山漁
村の共生・対流の推進に向
けた国民運動の展開方法を
とりまとめ。
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・住民合意の下で、農地等 ・農山村の新たな土地利用 ①第156回国会会期末
の適切な保全及び利用を図 の枠組み構築については、 ～②平成15年末
る市町村のイニシアティブ 懇談会の論点整理、市町村 ・懇談会の論点整理、市町
こ基づく取組を促進する新 長等からの意見、及び構造 村長等からの意見及び構造
たな土地利用の枠組み構築 改革特区における先行的な 改革特区における先行的な
について、平成14年 6 月よ 取り組みの評価を踏まえつ 取り組みの評価を踏まえつ
リ有識者懇談会を4 回にわ つ、全国的な規制の見直し つ、制度のあり方について
たって開催し、8 月に懇談 として検討することが必 検討。
会の論点整理を発表。市町
村長等との意見交換を・2 回

にわたって実施。

・構造改革特別区域制度に
おいて、農地等の権利取得

に際する下限面積要件を緩
和する措置を講じることと
した。

・構造改革特別区域法にお

要。

・構造改革特別区域法に基

（診それ以降

・検討の結果を踏まえ、制
度化を目指し、体制の整っ
た市町村から新たな取組へ
移行。

（か第156回国会会期末
いて、N P O 等による市民 づく特定農地貸付法等の特 ・制度の説明会等による普
農園の開設を可能とする特
定農地貸付法等の特例を措
置。

例措置の適正かつ円滑な実
施。

及。

農林水産省 ・都市と農山漁村の間で、 ・共通社会基盤の整備と新 ①第156回国会会期末
「人 ・もの・情報」が循環 たな自立的コミュニティづ ～③それ以降
する共通社会基盤を備えた くりに向けた 「むらづくり ・「むらづくり維新プロ

むらづくりを推進する 「む
らづくり維新」を着実に実
施。

維斬プロジェクト」を全国
約200地区において着手。

ジェクト」を着実に推進。

政策目標B・農水省・基本方針2002（経済活性化戦略） Page11
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（5）地域力戦略 農林水産省 ・平成14年12月27日に rパ ・生物由来の有機性資源で ・バイオマスの生産、収 （訪第156回国会会期末
（地域産業の活性化） 内閣府 イオマス・ニッポン総合戦 あるバイオマスをエネル 集・輸送、変換、利用の各 ・バイオマス関連情報を効率的・

効果的に整理・提供するバイオマ
ス情報ヘッドクオーターを創設。
・関係府省が一体となって、地域

・農林水産省、環境省、開文部科学省略」を閣議決定。 ギーや製品として総合的に 段階が有機的につながり、
係府省は協力して、勤植 経済産業省 ・戦略の工程管理と評価を 利活用し、持続的に発展可 全体として経鹿性がある循

物、微生物や有機性廃棄物 国土交通省行う推進体制として、関係 能な社会を実現するための 環システムを各地で構築。 の特性を活かし、バイオマスを効
からエネルギー源や製品を環境省 府省による 「バイオマス・ 国家戦略として、2010年を ・全国的な取組のモデルと 率的に利活用するバイオマスタウ
得るバイオマスの利活用の ニッポン総合戦略推進会 目途とする具体的な数値目 なるバイオマス利活用事例 ン構想を検討。

・バイオマス活用を更に進めるた
めの方策について、推進会議、ア
ドパイザリーグループにおいて検

推進について具体策を平成 議」、推進会議への提言等 標や実施主体・実施時期を の構築。
14年度中にとりまとめる を行う 「バイオマス・ニッ 明示した78の具体的行動計
等、計画的に取り組む。 ボン総合戦略推進アドパイ 画を策定し、政府が一体と 討。

ザリーグループ」を14年度 なって推進していく姿勢を （診平成15年末
内に設置。

・15年度予算政府案におい
て、バイオマスを地域の中

明らかにした。

・地域活性化等の一手段と
してバイオマス活用を進め

・各地での具体的な取組の効率的
な支援策の検討、決定。
（診それ以降

・総合戦略の進捗状況のフォローで循環利用するための地域 るため、地方自治体等にお アップ。
システムの構築や利活用施 いて特別のプロジェクト ・バイオマス活用を更に進めるた
設の整備を総合的に実施す

る制度を創設。
チームを立ち上げたり、具
体的なプロジェクトの検討
を各地で開始。

めの方策について、推進会誌、ア
ドバイザリーグループにおいて検
討。

①第156回国会会期末

～③それ以降
・バイオマス関連事業の着実な実
施。

・地域における体制整備や調査・
実証等による利活用システムの構
築を図るとともに、新技術等を活
用した施設整備をモデル的に実
施。

（5）地域力戦略 農林水産省 ・平成14年度から、都道府 ・高性能林業機械等の導入 林業経営や施業の効率化、 ①第156回国会会期末
（地域産業の活性化） 県ごとに策定する林業・木 43カ所、製材機械や乾燥装 木材産業の構造改革、木材 ～③それ以降
農林水産省は、規制改革に 材産業構造改革プログラム 置等、加工施設、原木自動 利用拡大の取組の一層の推

進。
・林業・木材産業構造改革

よる林業への民間事業体の に即し、林業経営や施業の 選別機等、流通施設の整備 プログラムに即した施設の
新規参入、事業再編の促 効率化、木材産業の構造改 130カ所等を実施。 整備等を推進。
進、木材の晶質向上・供給 革等に資する施設の整備を ・需要者のニーズに応じた
ロットの拡大等による経営 推進。 木材を低コストで安定的に
力の強化を通じ、林業や地 （木材の品質向上のための 供給することで競争力強化
域産業の活性化、雇用拡
大、並びに森林整備保全、
地球温暖化防止を図るふ　ま
た、関係府省は、森林の果
たす公益的機能や森林管理
に果たす地域の役割の重要
性等を踏まえ、適正な森林
管理のあり方を検討。

乾燥施設等の導入、スケー

ルメリットを活かしたコス
ト低減と、供給ロット拡大

による木材安定供給のため
の大型製材施設の導入等）

を図った。

疎策目標B・農水省・基本方針2002（経済活性化戦略）　　　　　　　　　　　　　　　p。g。12
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・木材利用の拡大の取り組

みを推進するための補助事
業の措置、木材利用を促進
するための税制改正を措
置。 （15年度改正予定）

・木材に関する技術開発の進 企業競争力の確保、消費看視①第156回国会会期末
め方、取組課題等をとりまと 点の重視、循環型社会への対 ～③それ以降
め、「木材利用及び木材産業 応、新分野への挑戦の観点に左記目標の実現に向けた取組
に関する技術開発目標」として
策定（平成14年11月）。

立った技術開発の推進。 を推進。

・14年度から森林整備事業

の事業主体に、市町村長等
から森林施業計画の認定を
受けた、民間事業体等も参
加できるよう措置。

・民間事業体等の新たな担

い手の追加により、地域の
実情に応じた主体による森
林整備が実現。

政策目標B・農水省・基本方針2002（経済活性化戦略） Page13
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農林水産省 O r緑の雇用」の展開

1　緊急雇用対策を活用し
た森林作業への雇用促進
肛13林野庁補正予算）（事
業期間13～16年度）
①全国規模の就業相談会の
開催
②安全を重視した一週間程
度の事前研修の実施（林業
未経験者は原則研修受講）
③研修終了者を名簿登録

2．緊急地域雇用創出特別
交付金事業による森林作業
等への短期就業（H．13厚生
労働省補正予算）
（事業期間13～16年度）

3．線の雇用担い手育成対
策事業（H14林野庁補正予
算）により、短期就業者の
本格就業・定着に向けた取
り組みに着手

1①　就業相談会等
・H．13全国11箇所　合計
5，600人（うち東京・大阪で
1，400人）
・H．14全国13箇所▼　合計
5，100人（未実施2箇所有）
1（診事前研修の実施
・H．13　3，500人
・H．14　7，900人（都道府県
計画数値）

2　交付金事業による森林
作業への短期就業
・H．13　　3，500人
・H．14　11．500人（都道府
県計画数値）

3．短期雇用経験者を対象
に、本格就業に向けた一年
間の研修参加者を選定
・H．14　2，400人
（平成12年の林業労働者数
約7万人）

（注）年数は全て年度

緊急地域雇用
付金事業により森林作業に
短期雇用された者の本格就
業にむけた定着の促進が必
要。

①第156回国会会期末
・「緑の雇用担い手育成対
策事業Jの実施地域の選定
及び周知・徹底等準備作
業。
（診平成15年末

・約1年間にわたるOJT研
修、集合研修等の確実な実
施
・本格雇用・定着状況の検
証等

政策目標B・農水省・基本方針2002（経済活性化戦略） Page14


